
名称 建設年度 構造
利便性に係

る数値

下の原住宅 昭和３７年度 簡易耐火平屋建 ０．７０

井出平住宅
昭和３８・３９・４
０年度

簡易耐火平屋建・２階建 ０．７０

魚瀬住宅 昭和３９年度 簡易耐火２階建 ０．７０

魚瀬第２住宅 昭和３９年度 簡易耐火２階建 ０．７０

客ノ尾住宅 昭和４１年度 簡易耐火平屋建 ０．７８

古志原第１・第２・第３・第４・第５・第６・第
７・第８・第９・第１０・第１１号アパート

昭和４１・４２・４
３・４４・４５・４
６年度

中層耐火４階・５階建・身障
者向

０．９０

東朝日町第１・第２アパート 昭和４４・４６年度 中層耐火４階建 １．００

宝谷住宅 昭和４６年度 簡易耐火平屋建 ０．７８

宝谷第１・第２号アパート 昭和４７年度 中層耐火４階建 ０．８６

宝谷第３・第４・第５・第６・第７・第８・第
９・第１０号アパート

昭和５１・５２年度 中層耐火４階建・身障者向 ０．８８

西尾町第１・第２号アパート 昭和４７年度 中層耐火４階建 ０．８６

中曽根第１・第２・第３・第４・第５号アパート 昭和４８・４９年度 中層耐火４階建 ０．８８

矢田第１・第２・第３・第４号アパート 昭和４９・５０年度 中層耐火４階建 ０．８２

宮の沖アパート 昭和５０年度 中層耐火４階建・身障者向 ０．９８

福原住宅 昭和５１年度 簡易耐火２階建 ０．７８

松尾第１・第２号アパート 昭和５２・６３年度 中層耐火４階建 ０．８６

比津が丘第１・第２・第３・第４号アパート 昭和５３年度 中層耐火４階建・身障者向 ０．９４

菅田アパート 昭和５５年度 中層耐火４階建 ０．８６

竹崎第１・第２・第３号アパート 昭和５４年度 中層耐火４階建・身障者向 ０．９４

富原アパート 昭和５５年度 中層耐火４階建 ０．９４

旭が丘第１・第２号アパート 昭和５５年度 中層耐火５階建 ０．９２

来美第１・第２・第３・第４号アパート 昭和５６・５７年度 中層耐火４階建・身障者向 ０．８８

大庭第１・第２号アパート 昭和５８年度 中層耐火４階建 ０．８８
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大庭第３・第４・第５号アパート 昭和６１年度 中層耐火４階建 2DK ０．８８

長者原第１・第２・第３号アパート 昭和５９年度 中層耐火４階・５階建 ０．８８

宇賀第１・第２・第３・第４号アパート
昭和６３・平成元年
度

中層耐火４階建 ０．８４

緑が丘アパート 平成３年度 中層耐火４階建 ０．９２

椎の木ビレッジ１・２・３・４・５・６・７・
８・９号

平成７・８・９年度 中層耐火３階建・身障者向 ０．８８

わかば第１・第２号アパート 平成８年度 中層耐火３階建 ０．９２

小浜第１・第２号アパート 平成９・１３年度 高層耐火１１階・６階建 １．００

寺町プラザ 平成１３年度
高層耐火８階建（４階～８
階）

１．００

ウィステリア天神 平成１７年度
高層耐火７階建（３階～６
階）

１．００

西の原第１・第２号アパート 平成１６・１７年度
耐火２階建・中層耐火３階
建・身障者向

１．００

小金町住宅１・２・３・４・５班
平成１０・１１・１
２・１３年度

木造平屋建・２階建 ０．８４

小金町住宅６・７・８・９班
昭和５４・５５・５
６年度

簡易耐火２階建 ０．７８

横町団地１・２号棟 昭和５８・５９年度 中層耐火３階建 ０．８０

池田団地Ａ・Ｂ棟 平成５・６年度 木造２階建 ０．８６

宍道町緑が丘住宅 平成１３年度 中層耐火３階建 ０．８８

荻田団地第１・第２住宅 平成１６・１７年度 耐火２階建 ０．８６

磯近住宅 昭和５０年度 簡易耐火２階建 ０．６６７０

湯田住宅 昭和５２年度 簡易耐火２階建 ０．６６７０

町後住宅
昭和５３・５４・５
５年度

簡易耐火２階建 ０．６６７０

町西住宅 昭和５８年度 中層耐火４階建 ０．７７４１

中津住宅 平成３年度 中層耐火３階建 ０．７９８８

奥中津住宅 平成７年度 中層耐火３階建 ０．８１５２

南廻山住宅 平成２３年度 木造平屋建 ０．９０

南廻山団地 平成２２年度 木造２階建(2DK) ０．８４５

南廻山団地 平成２３年度 木造２階建(3DK) ０．８４５７

　この告示は、令和4年4月1日から施行する。

　　　附則

※各住宅で、住戸改善により三点給湯が整備された住戸については各住宅の利便性に係る数値に０．０４を加算する。


